
※土壌調査結果の提出時に形質変更時要届出区域指定となると判断できる場合や地下水汚染が自然由来（埋立材による
ものを除く。）及び近隣地からのもらい汚染で生じている場合、市より記者資料提供を行わない。
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①市は事業者等へ土壌
調査結果の記者資料提
供を要請する。
②事業者等が記者資料
提供を実施しない時は、
市が報告を受けた汚染
情報を尼崎市政記者に
資料提供する。※
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尼崎市土壌汚染及び地下水汚染情報の記者資料提供に係る事務取扱フロー図
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